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1 生活機能の強化に政策分野
a 医療

市町 合計 負担割合 特財

30年度 0

31年度 0

32年度 0

33年度 0 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 0

○ ○ ○ ○ 計 0 0 0 0 0

市町 合計 負担割合 特財 【宇和島市・関係町】

30年度 2,300
委託料

（保守・管理） 0 － 0 － 0 － 2,300

31年度 2,300
委託料

（保守・管理） 0 － 0 － 0 － 2,300

32年度 2,300
委託料

（保守・管理） 0 － 0 － 0 － 2,300

33年度 2,300
委託料

（保守・管理） 0 － 0 － 0 － 2,300

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 2,300
委託料

（保守・管理） 0 － 0 － 0 － 2,300

○ ○ ○ ○ 計 11,500 0 0 0 11,500

市町 合計 負担割合 特財

30年度 3,000 補助金 0 － 0 － 0 － 3,000

31年度 3,000 補助金 0 － 0 － 0 － 3,000

32年度 3,000 補助金 0 － 0 － 0 － 3,000

33年度 3,000 補助金 0 － 0 － 0 － 3,000 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 3,000 補助金 0 － 0 － 0 － 3,000

○ ○ ○ ○ 計 15,000 0 0 0 15,000

ｂ 福祉

市町 合計 負担割合 特財

30年度 214 報償費・消耗品 62 負担金 62 負担金 62 負担金 400

31年度 214 報償費・消耗品 62 負担金 62 負担金 62 負担金 400

32年度 214 報償費・消耗品 62 負担金 62 負担金 62 負担金 400

33年度 214 報償費・消耗品 62 負担金 62 負担金 62 負担金 400 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 214 報償費・消耗品 62 負担金 62 負担金 62 負担金 400

○ ○ ○ ○ 計 1,070 310 310 310 2,000

市町 合計 負担割合 特財

30年度 5,250 報償費 100 負担金 100 負担金 100 負担金 5,550

31年度 5,250 報償費 100 負担金 100 負担金 100 負担金 5,550

32年度 5,250 報償費 100 負担金 100 負担金 100 負担金 5,550

33年度 5,250 報償費 100 負担金 100 負担金 100 負担金 5,550 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 5,250 報償費 100 負担金 100 負担金 100 負担金 5,550

○ ○ ○ ○ 計 26,250 500 500 500 27,750

市町 合計 負担割合 特財

30年度 0

31年度 100
会議費・
旅費等

100
会議費・
旅費等

100
会議費・
旅費等

100
会議費・
旅費等

400

32年度 100
会議費・
旅費等

100
会議費・
旅費等

100
会議費・
旅費等

100
会議費・
旅費等

400

33年度 100
会議費・
旅費等

100
会議費・
旅費等

100
会議費・
旅費等

100
会議費・
旅費等

400 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 100
会議費・
旅費等

100
会議費・
旅費等

100
会議費・
旅費等

100
会議費・
旅費等

400

○ ○ ○ ○ 計 400 400 400 400 1,600

事業名/関係市町 事業概要 効果 予算

単位：千円

関係市町の役割分担

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

定住自立圏形成協定に基づき推進する具体的取組一覧 未確定事項 資料②

事業名
区分
※リスト

選択

紹介状なしで
特別料金を支
払った人数○
○人

－

中心市として関係町等から情報を集約し、園域
内の医療機関の機能・役割分担について、周知
啓発資料等を作成のうえ情報を発信していく。適正受診啓発事業

新規
事業

圏域病院の健
全な運営を維
持する。
（圏域の救急医
療体制の維持・
強化を図る。）

宇和島市と連携のうえ、園域内の医療機関の
機能・役割分担について、情報を発信していくと
ともに、連携事業にかかる費用を負担する。

事業名
区分
※リスト

選択

－

市立宇和島病院及び関係機関と連携し、きさい
やネットの機能充実を図りつつ、地域内の医療
機関に対し参加の働きかけを行うとともに、連携
事業にかかる各市町の費用を負担する。医療情報連携通信事業

拡充
事業

事業名
区分
※リスト

選択

－

看護専門学校等の運営費を支援するとともに、
市町の看護求人情報等を看護専門学校等へ発
信する。

看護師等人材確保促進事業

継続
事業

宇和島市と連携し、町の看護求人情報等を看
護専門学校等へ発信する。

事業名
区分
※リスト

選択

講座受講者
数：40名以上
/年

均等割20%
人口割65%
開催地15%

※現状どおり

地域生活支援
事業費補助金

国1/2
県1/4

中心市として養成講座を開催し、奉仕員等の確
保に努める。

手話奉仕員養成事業

継続
事業 奉仕員等登

録者数：20名
以上/年

関係市町が連携して受講者の確保に努めるとと
もに、必要経費を負担する。

事業名
区分
※リスト

選択

－

中心市は手話通訳者等を設置のうえ、通訳者
等派遣の共同実施を推進し、関係市町が連携
して制度の普及啓発に努める。

意思疎通支援の共同実施事業

拡充
事業

関係市町が連携して制度の普及啓発に努める
とともに、必要経費を負担する。

事業名
区分
※リスト

選択

支援体制の
強化に向けた
協議：年１回
以上開催

－

障がい者(児）の総合支援の推進に向けた必要
な調整を実施し、関係市町で連携して支援体制
の強化に向けた検討を行う。

障がい者(児）の総合支援の推
進事業

新規
事業 総合支援の

推進に向けた
方針：方針の
策定

関係市町で連携して支援体制の強化に向けた
検討を行う。

1

宇和島圏域の健全な医療体制
を維持するため、市立宇和島病
院と園域の医療機関との機能・
役割分担を周知する啓発チラシ
を作成し、圏域住民へその内容
を発信するもの。

住民の医療機関に対する適
正受診につなげ、市立宇和
島病院の負担を軽減すること
で、圏域の救急医療体制を
維持することができる。

2

南予地域連携ネットワークシス
テム（きさいやネット）への加入
促進とともに機能の充実を図る
ことによって、圏域の住民に対し
一貫した治療方針の下に切れ目
のない医療体制を構築する。

医療情報のネットワーク化に
より地域医療の質の向上及
び、圏域住民へ効率的な医
療の提供が可能となる。

きさいやネット
参加医療機
関：3件/年

最終年度終
了後：60施設
以上(現在47
施設)

3

宇和島圏域内にて保健師助産
師看護師法に基づき指定を受け
た看護専門学校又は養成所等
に対し運営費等を支援する。

高齢化社会において保健医
療を担う看護師等の確保が
図れる。

圏域病院へ
の就職：15名
以上/年

4

意思疎通に支障のある聴覚障
害者が、自立した日常生活又は
社会生活を営むことができるよ
う、手話で日常生活を行うのに
必要な手話表現技術を習得し、
奉仕員等として活動できるものを
養成するための講座を開催す
る。

共同で開催することにより、
受講対象者の範囲が広が
り、多くの手話奉仕員等の確
保が可能となるとともに専門
性の向上を図ることができ
る。

5

意思疎通を図ることに支障があ
る障害者等に、手話通訳・要約
筆記によって、障害者等とその
他の者の意思疎通を支援するた
めに宇和島市が実施している手
話通訳者及び要約筆記者派遣
事業を関係市町で共同実施す
る。（現場に派遣）

共同で実施することにより通
訳者の確保も広域で行うこと
ができ、効率的な派遣体制の
整備を行うことができる。また
広域による実施により、事業
に携わる通訳者の増加が見
込まれ、人材育成の面でも効
果が期待でき安定的な支援
体制の整備が図ることができ
る。

派遣回数：
450回以上/
年

6

圏域の社会資源の整理を行い、
地域活動支援センター、児童発
達支援事業所等の既存の施設
の広域利用や地域生活支援拠
点、基幹相談支援センター、児
童発達支援センター、発達支援
センター等の中核となる拠点施
設の整備についての検討を行
い、総合的な支援体制の強化を
図る。

共同で実施することで施設の
有効利用を促進することや安
定的な運営を行うことがで
き、サービスの充実を図るこ
とができる。また、専門職員
の確保による専門性の強化、
人材確保、安定的な支援体
制の整備も見込める。
社会資源が限られる中、圏域
が一体となって取り組むこと
で必要とされる拠点施設の効
率的な整備を目指すことがで
きる。

精査中

1 ページ



通
し
番
号

基
本
項
目

分
類
項
目

重要業績指
標

（ＫＰＩ）
事業名/関係市町 事業概要 効果 予算

単位：千円

関係市町の役割分担

市町 合計 負担割合 特財

30年度 500 報償費 500

31年度 575
会議費・旅
費・報償費

75
会議費・
旅費等

75
会議費・
旅費等

75
会議費・
旅費等

800

32年度 575
会議費・旅
費・報償費

75
会議費・
旅費等

75
会議費・
旅費等

75
会議費・
旅費等

800

33年度 575
会議費・旅
費・報償費

75
会議費・
旅費等

75
会議費・
旅費等

75
会議費・
旅費等

800 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 575
会議費・旅
費・報償費

75
会議費・
旅費等

75
会議費・
旅費等

75
会議費・
旅費等

800

○ ○ ○ ○ 計 2,800 300 300 300 3,700

ｃ 教育

市町 合計 負担割合 特財

30年度 0

31年度 0

32年度 0

33年度 0 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 0

○ ○ ○ ○ 計 0 0 0 0 0

市町 合計 負担割合 特財

30年度 1,000
通信運搬・

消耗品
1,000

31年度 1,000
通信運搬・

消耗品
1,000

32年度 1,000
通信運搬・

消耗品
1,000

33年度 1,000
通信運搬・

消耗品
1,000 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 1,000
通信運搬・

消耗品
1,000

○ ○ ○ ○ 計 0 0 0 0 5,000

e 産業振興
市町 合計 負担割合 特財

30年度 2,000 1,000 3,000

31年度 2,000 1,000 3,000

32年度 2,000 1,000 3,000

33年度 2,000 1,000 3,000

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 2,000 1,000 3,000

○ ○ 計 10,000 0 0 5,000 15,000

市町 合計 負担割合 特財

30年度 6,497 委託料・報酬費 0 － 0 － 0 － 6,497

31年度 6,497 委託料・報酬費 0 － 0 － 0 － 6,497

32年度 6,497 委託料・報酬費 0 － 0 － 0 － 6,497

33年度 6,497 委託料・報酬費 0 － 0 － 0 － 6,497 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 6,497 委託料・報酬費 0 － 0 － 0 － 6,497

○ ○ ○ ○ 計 32,485 0 0 0 32,485

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

事業名
区分
※リスト

選択

地域包括ケア
システム構築
を目的とした
広域検討組
織及び広域
協議会の設
置：広域検討
組織
及び広域協
議会の設置

国1/4
県1/8

介保1/2

地域の包括的な支援・サービス提供体制等（地
域包括ケアシステム）の構築に向けた必要な調
整を実施し、関係市町で連携して支援体制の強
化に向けた検討を行う。

広域版地域包括ケアシステムの
構築

拡充
事業

合同研修会
の実施：年１
回以上開催

関係市町で連携し、地域の包括的な支援・サー
ビス提供体制等（地域包括ケアシステム）の強
化に向けた検討を行う。
※実施にあたっては宇和島保健所も参画する。

事業名
区分
※リスト

選択

－

宇和島市が「こども支援教室わかたけ」の運営
を実施し、対象者利用児童を圏域児童まで受け
入れる。また、宇和島市こども支援教室わかた
けのねらいや業務内容について各市町間で学
校・保護者へ周知啓発を図る。

不登校児童生徒支援事業

新規
事業

宇和島市こども支援教室わかたけのねらいや
業務内容について各市町間で学校・保護者へ
周知啓発を図るとともに、運営にかかる必要経
費を負担する。

事業名
区分
※リスト

選択

－

各市町で圏域住民が宇和島市立図書館の利用
促進につながるよう仕組みを構築するとともに、
それらの周知啓発を図る。

図書館相互利用事業

新規
事業

図書返却施設の設置及びそれらに係る周知啓
発を図る。

事業名
区分
※リスト

選択

－

宇和島・愛南の漁業まるごと食
べて来て住んで総合事業（仮）

新規
事業

事業名
区分
※リスト

選択

－

関係町と連携し、中心市として圏域内の就業・
創業者の増加に取り組む。（創業セミナー等の
実施、創業相談窓口の設置）

創業・就業支援事業

継続
事業

宇和島市と連携のうえ、就業・創業者の増加に
取り組む。（創業相談窓口の設置）

7

高齢者の尊厳の保持と自立生
活の支援の目的のもとで、可能
な限り住み慣れた地域で、自分
らしい暮らしを人生の最期まで
続けることができるよう、地域の
包括的な支援・サービス提供体
制（地域包括ケアシステム）の構
築を推進する。
・在宅医療介護連携
・保健師、主任介護支援専門員
合同研修
・認知症施策協議会
【現時点の包括運用を広域で】

医療介護連携については市
町単位での検討と合わせて
広域での仕組み作りも必要と
されており、関係市町村が連
携協議しながら仕組みを構築
することで、圏域の高齢者の
重層的な支援が可能となる。

8

宇和島市の児童生徒支援施設
「宇和島市こども支援教室わか
たけ」について、受入れ対象地
域を本圏域まで拡大し、圏域在
住の児童生徒も利用できるよう
にするもの。

受入れ対象地域を拡大する
ことにより、これまで施設を利
用したくてもできなかった宇和
島市以外の圏域内児童生徒
にも自立のための支援を行う
ことができるようになり、学校
復帰のチャンスを高めること
ができる。

宇和島市こど
も支援教室わ
かたけへの通
室を希望する
児童生徒に
対する受入れ
率100％

9

宇和島市立図書館の利用者に
対する利便性向上のため、圏域
住民の近隣役場・支所・図書室
（館）等おいて、同館の図書の返
却を可能とするもの。
（返却方法：郵送）

　圏域住民の宇和島市立図
書館における利便性を高め
るとともに、学習環境の向上
を図る。

関係町からの
利用客数（郵
送返却分）：
30件

10
宇和島市と愛南町の水産関係
における総合的な事業として、
PRや販売・就業促進、赤潮や環
境調査に係る研究等の取組を行
うもの。
○首都圏等大都市圏における水
産販売促進フェア（見本市）開
催。
○合同で漁業体験・就業フェア
の実施。
○宇和島・愛南の水産業に関し
てのコンテンツ（フリーペー
パー、Youtube用動画）作成。
○赤潮や環境調査に係る水産
研究等人材育成。

○宇和島・愛南の水産物を首
都圏等大都市にてＰＲを行う
他、魅力あるコンテンツを作
成し商品の訴求力向上、就
業定着を図る。
○宇和島、愛南で共通してい
る赤潮問題等に係る研究等
を行う者に対し支援すること
により水産業の振興を図る。

公開セミ
ナー：○回以
上/年

シーフード
ショー出展：
○社以上/年

検討中

11

　平成29年5月19日付で国の認
可を受けた「創業支援事業計
画」に基づき、連携して圏域内の
創業支援を行っていくもの。
具体的には、創業セミナーや創
業相談窓口の設置を行い、創業
者の掘り起こしを図る。

　圏域内での創業環境が整
備されることにより、創業しや
すい環境作りが図られる。
結果、圏域内の事業者数低
下に歯止めがかかることが期
待でき、就業や収入確保の
場が保たれる。

創業者創出
数：16人/年

１市３町の教育委員会による協議により決定
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目
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標
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事業名/関係市町 事業概要 効果 予算

単位：千円

関係市町の役割分担

市町 合計 負担割合 特財

30年度 1,000 負担金 500 負担金 1,500

31年度 1,000 負担金 500 負担金 1,500

32年度 1,000 負担金 500 負担金 1,500

33年度 1,000 負担金 500 負担金 1,500 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 1,000 負担金 500 負担金 1,500

○ ○ ○ ○ 計 5,000 0 0 2,500 7,500

市町 合計 負担割合 特財

30年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

31年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

32年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

33年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

○ ○ ○ ○ 計 2,000 365 590 1,045 4,000

市町 合計 負担割合 特財

30年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

31年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

32年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

33年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

○ ○ ○ ○ 計 2,000 365 590 1,045 4,000

市町 合計 負担割合 特財

30年度 1,750 負担金 317 負担金 518 負担金 915 負担金 3,500

31年度 1,750 負担金 317 負担金 517 負担金 916 負担金 3,500

32年度 1,750 負担金 317 負担金 517 負担金 916 負担金 3,500

33年度 1,750 負担金 317 負担金 517 負担金 916 負担金 3,500 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 1,750 負担金 317 負担金 517 負担金 916 負担金 3,500

○ ○ ○ ○ 計 8,750 1,585 2,586 4,579 17,500

市町 合計 負担割合 特財

30年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

31年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

32年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

33年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

○ ○ ○ ○ 計 2,000 365 590 1,045 4,000

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 【中心市】

　　　　　　　関係市町　※リスト選択

事業名
区分
※リスト

選択 現状宇和島
市愛南町各
500千円の
負担。
共生ビジョ
ンとして中
心市を500
千円増額す
る。

－

宇和島市が事務局を担う「宇和島・愛南スポー
ツ合宿等誘致活動推進協議会」のなかで、関係
町と連携しスポーツ合宿等の誘致を図るととも
に、運営にかかる必要経費を負担する。スポーツ合宿等誘致事業

拡充
事業

「宇和島・愛南スポーツ合宿等誘致活動推進協
議会」の中で、関係市町と連携し、スポーツ合宿
等の誘致を図るとともに、その運営にかかる必
要経費を負担する。

事業名
区分
※リスト

選択

現在の宇和
島圏域交流
促進連絡協
議会におけ
る負担割合
と同様。
・人口・標準
財政規模・
入込客数・
面積

－

宇和島市が事務局を担う「宇和島圏域交流促
進連絡協議会」の中で、観光案内板やHPなど
の多言語化による外国人の受け入れ体制を整
備するとともに運営にかかる必要経費を負担す
る。インバウンド対策事業

新規
事業

「宇和島圏域交流促進連絡協議会」の中で、観
光案内板やHPなどの多言語化による外国人の
受け入れ体制を整備するとともに運営にかかる
必要経費を負担する。

事業名
区分
※リスト

選択

現在の宇和
島圏域交流
促進連絡協
議会におけ
る負担割合
と同様。
・人口・標準
財政規模・
入込客数・
面積

－

宇和島市が事務局を担う「宇和島圏域交流促
進連絡協議会」の中で、サイクリングに必要とな
る観光施設の整備等について協議し、サイクリ
ストの受け入れ体制を整えるとともに運営にか
かる必要経費を負担する。

観光サイクリング推進事業

新規
事業

宇和島圏域交流促進連絡協議会」の中で、サイ
クリングに必要となる観光施設の整備等につい
て協議し、サイクリストの受け入れ体制を整える
とともに運営にかかる必要経費を負担する。

事業名
区分
※リスト

選択
現在の宇和
島圏域交流
促進連絡協
議会におけ
る負担割合
と同様。
・人口・標準
財政規模・
入込客数・
面積

－

宇和島市が事務局を担う「宇和島圏域交流促
進連絡協議会」の中で、効果的なイベント内容
について提案・協議し、交流人口の増加に効果
的な誘客イベントを実施する。また、その運営に
かかる必要経費を負担する。

宇和島圏域観光イベント事業

新規
事業

「宇和島圏域交流促進連絡協議会」の中で、効
果的なイベント内容について提案・協議し、交流
人口の増加に効果的な誘客イベントを実施す
る。また、その運営にかかる必要経費を負担す
る。

事業名
区分
※リスト

選択

現在の宇和
島圏域交流
促進連絡協
議会におけ
る負担割合
と同様。
・人口・標準
財政規模・
入込客数・
面積

－

宇和島市が事務局を担う「宇和島圏域交流促
進連絡協議会」の中で、観光資源の磨き上げに
努めるとともに、効果的な情報発信の手法につ
いて、提案・協議を行い圏域の魅力を発信して
いくとともに、運営にかかる必要経費を負担す
る。

宇和島圏域観光情報発信事業

拡充
事業

「宇和島圏域交流促進連絡協議会」の中で、観
光資源の磨き上げに努めるとともに、効果的な
情報発信の手法について、提案・協議を行い圏
域の魅力を発信していくとともに、運営にかかる
必要経費を負担する。

12

宇和島圏域にあるスポーツ・文
化施設等を有効に活用するとと
もに、自治体や宿泊施設などの
民間団体が互いに連携のうえ、
高校・大学・実業団等のスポー
ツ・文化合宿誘致の促進を図
る。
（事業主体：宇和島・愛南スポー
ツ合宿等誘致活動推進協議会）

高校・大学・実業団等のス
ポーツ・文化合宿誘致の促進
を図り、交流人口の拡大や観
光振興、地域経済の活性化
に資するとともに、圏域を広く
PRすることができる。

圏域における
スポーツ合宿
等の延べ宿
泊数：2,500泊
以上/年

13

外国人観光客の拠点、案内所と
して、日本政府観光局が認定す
る「外国人観光案内所」として活
用している「有形文化財の木屋
旅館」を拠点とし、外国人観光客
をターゲットとした魅力的な観光
プランを検討するとともに、観光
案内板やHPの多言語化対応な
ど、観光施設の整備をはじめと
するインバウンド対策を実施す
る。

外国人旅行者をターゲットに
事業を実施することで、これ
までなかった新たな消費（外
貨の獲得）が可能となり、国
内旅行者を対象とした旅行商
品以外の商品開発の可能性
も出てくる。
連携して事業を行うことで、各
市町の負担の軽減を図ること
ができる。

圏域における
外国人旅行
客数：1,500人
以上/年

14

圏域の魅力的な観光スポットを
巡るサイクリングコースを開発す
るとともに、サイクリストが求める
施設や設備の整備を検討する。
観光情報を各市町が連携して効
果的な情報発信に努める。

サイクリングによる観光はい
まだ開発途上であり、圏域の
サイクリングコースが確立さ
れることで、圏域全体での地
域経済の活性化や交流人口
の拡大、観光振興に資するこ
とができる。

広域における
サイクリスト
の観光施設
等への立ち寄
り数（サイクリ
ングイベント
の参加含
む）：50人以
上/年

15

圏域の特産品販売やステージ、
体験コーナーなどを行うイベント
を開催する。併せて観光情報PR
も行い、各市町の連携により、効
果的に観光情報の発信を行う。

圏域の連携によるイベントを
実施することで、各市町の負
担が軽減されるとともに、効
果的な観光情報の発信を行
うことができる。

イベントの入
込客数：3,000
人以上/回

16

圏域の各市町が連携し、圏域の
魅力的な観光資源や観光情報
を戦略的、効果的に発信し、大
都市圏をはじめとした県外、ある
いは松山圏域などをターゲットと
した旅行客の獲得を図る。

圏域全体を面としてとらえ、
各観光資源を効果的に発信
することができる。圏域全体
での地域経済の活性化を主
として、交流人口拡大や観光
振興に資することができる。

広域における
観光入込客
数：480万人
以上/年

精査中
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事業名/関係市町 事業概要 効果 予算

単位：千円

関係市町の役割分担

市町 合計 負担割合 特財

30年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

31年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

32年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

33年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 400 負担金 73 負担金 118 負担金 209 負担金 800

○ ○ ○ ○ 計 2,000 365 590 1,045 4,000

2 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野
ｃ 道路等の交通インフラの整備

市町 合計 負担割合 特財

30年度 230 負担金 70 負担金 300

31年度 230 負担金 70 負担金 300

32年度 230 負担金 70 負担金 300

33年度 230 負担金 70 負担金 300 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 230 負担金 70 負担金 300

○ ○ 計 1,150 0 0 350 1,500

3 圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野
a 宣言中心市等における人材の育成

市町 合計 負担割合 特財

30年度 300 委託料 0 － 0 － 0 － 300

31年度 300 委託料 0 － 0 － 0 － 300

32年度 300 委託料 0 － 0 － 0 － 300

33年度 300 委託料 0 － 0 － 0 － 300 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 300 委託料 0 － 0 － 0 － 300

○ ○ ○ ○ 【研修会社等へ委託】 計 1,500 0 0 0 1,500

4 まち・ひと・しごと創生に係る政策分野

a 総合戦略の推進

市町 合計 負担割合 特財

30年度 1,000
旅費・会場使用料・
印刷製本費・ＰＲ（特
産品）

300
・旅費・ＰＲ（特
産品）・負担金 300

・旅費・ＰＲ
（特産品）・負
担金

300
・旅費・ＰＲ
（特産品）・負
担金

1,900

31年度 1,000
旅費・会場使用料・
印刷製本費・ＰＲ（特
産品）

300
・旅費・ＰＲ（特
産品）・負担金 300

・旅費・ＰＲ
（特産品）・負
担金

300
・旅費・ＰＲ
（特産品）・負
担金

1,900

32年度 1,000
旅費・会場使用料・
印刷製本費・ＰＲ（特
産品）

300
・旅費・ＰＲ（特
産品）・負担金 300

・旅費・ＰＲ
（特産品）・負
担金

300
・旅費・ＰＲ
（特産品）・負
担金

1,900

33年度 1,000
旅費・会場使用料・
印刷製本費・ＰＲ（特
産品）

300
・旅費・ＰＲ（特
産品）・負担金 300

・旅費・ＰＲ
（特産品）・負
担金

300
・旅費・ＰＲ
（特産品）・負
担金

1,900 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 1,000
旅費・会場使用料・
印刷製本費・ＰＲ（特
産品）

300
・旅費・ＰＲ（特
産品）・負担金 300

・旅費・ＰＲ
（特産品）・負
担金

300
・旅費・ＰＲ
（特産品）・負
担金

1,900

○ ○ ○ ○ 計 5,000 1,500 1,500 1,500 9,500

市町 合計 負担割合 特財

30年度 1,000 委託料 100 負担金 100 負担金 100 負担金 1,300

31年度 1,000 委託料 100 負担金 100 負担金 100 負担金 1,300

32年度 1,000 委託料 100 負担金 100 負担金 100 負担金 1,300

33年度 1,000 委託料 100 負担金 100 負担金 100 負担金 1,300 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 1,000 委託料 100 負担金 100 負担金 100 負担金 1,300

○ ○ ○ ○ 計 5,000 500 500 500 6,500

市町 合計 負担割合 特財

30年度 1,500 報償費他 1,500

31年度 1,500 報償費他 1,500

32年度 1,500 報償費他 1,500

33年度 1,500 報償費他 1,500 【関係町】

宇和島市 松野町 鬼北町 愛南町 34年度 1,500 報償費他 1,500

○ ○ ○ ○ 計 7,500 0 0 0 7,500
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事業名
区分
※リスト

選択 現在の宇和
島圏域交流
促進連絡協
議会におけ
る負担割合
と同様。
・人口・標準
財政規模・入
込客数・面積

－

宇和島市が事務局を担う「宇和島圏域交流促
進連絡協議会」の中で、観光資源の磨き上げに
努めるとともに、宇和島市観光物産協会等と連
携し、団体旅行客等の誘客を推進する。また、
その運営にかかる必要経費を負担する。

宇和島圏域旅行商品造成事業

新規
事業

「宇和島圏域交流促進連絡協議会」の中で、観
光資源の磨き上げに努めるとともに、その運営
にかかる必要経費を負担する。

事業名
区分
※リスト

選択

当協議会によ
る道路要望回
数：4回以上/
年

－

関係町と連携・調整を行い、四国横断自動車道
の整備促進を要望・支援するとともに、その運
営にかかる必要経費を負担する。国道56号一本松・宇和島間

整備促進事業

継続
事業

平成○○年
度までに○○
地区への高
速道路延伸を
目指す

宇和島市と連携・調整を行い、四国横断自動車
道の整備促進を要望・支援するとともに、その
運営にかかる必要経費を負担する。

事業名
区分
※リスト

選択
関係市町職員の能力向上を図
るため合同研修を実施する。
なお、研修内容等に関しては関
係市町の意見を踏まえて決定す
る。

－

職員研修会を企画・開催し、圏域職員の参加機
会を設けるほか、必要な協議調整を行う。

職員合同研修事業

新規
事業

職員の人材育成のため、積極的に職員を参加
させる。

事業名
区分
※リスト

選択

－

関係町と連携し、移住フェア開催の企画、運営
を中心市として取り組む。

移住・定住促進事業
（移住フェア開催）

拡充
事業

宇和島市と連携し、移住フェアを実施する。ま
た、その運営にかかる必要経費を負担する。

事業名
区分
※リスト

選択

婚活イベント
参加者数：
120人／年

－

関係町と連携し、婚活イベント開催の企画、運
営を中心市として取り組む。

出会いの場創出事業
（婚活イベント開催）

拡充
事業

婚活イベント
を介し、成立
したカップル
組数：20組／
年

宇和島市と連携し、婚活イベント開催を実施す
るとともにイベントに対する情報発信を行う。ま
た、その運営にかかる必要経費を負担する。

事業名
区分
※リスト

選択

－

関係町と連携し、結婚推進員の拡充を行い、圏
域内における結婚推進の向上を図る。

結婚支援事業

拡充
事業

宇和島市と連携し、結婚推進員等の周知啓発
を行う。

17

圏域の魅力的な観光資源を活
用し、広域的な視点から旅行商
品を造成する。民間団体と連携
を図り、情報発信など戦略的に
行うことで、より多くの団体ツ
アー客等の誘致を図る。

圏域全体を面としてとらえ、
各観光資源を活用すること
で、多様な旅行商品造成の
可能性が広がる。
圏域全体での地域経済の活
性化を主として、交流人口の
拡大や観光振興に資すること
ができる。

広域における
団体旅行客
等の誘客数：
2,000人以上/
年

18

宇和島市と愛南町の2市町で設
立している「国道56号一本松・宇
和島間整備促進協議会」によ
り、愛媛県とも連携をとりなが
ら、四国横断自動車道「津島道
路」の整備推進並びに「内海～
宿毛間」の早期事業化の促進、
また国道56号等日常生活で不
可欠な主要幹線道路の整備推
進要望活動を行う。

四国横断自動車道の更なる
延伸や国道等の主要幹線道
路の整備推進により、交通の
安全性や利便性の向上を図
り、宇和島圏域の発展に繋げ
る。

19

合同研修により、職員の圏域
における政策能力等の向上
が期待できる。

開催回数：年
１回以上

20

都市部での移住フェア開催に関
し、愛媛県とも連携を図りなが
ら、宇和島圏域単独での移住
フェアを開催し、より可能性の高
い移住希望者の獲得を図る。

これまで市単独で行ってきた
都市部での移住フェア開催
を、同じ自然や文化を持ち繋
がりの深い宇和島圏域として
連携し開催することで、個々
が持つ魅力や特色の幅を広
げ、より強力的に田舎の良さ
をPRできる。

移住相談総
合窓口を介し
移住した移住
者：10組以上
/年

21

宇和島圏域の魅力的な資源を
活用するとともに、民間の感性を
取り入れた婚活イベントを実施
する。

宇和島圏域が持つ地域の魅
力を活用し、男女の出会いの
場を提供するとともに、宇和
島圏域を広くＰＲすることが出
来る。

22

うわじまＭＩセンター運営要綱に
基づき設置する、結婚を推進す
るための結婚推進員を3町まで
拡大設置し、イベント等も実施し
ながら、宇和島圏域全体で結婚
の推進と、結婚に関する機運の
醸成を図る。

宇和島市を中心に圏域まで
範囲を広げ連携することで、
より多くの出会いの機会と、
お引き合わせの増加が見込
まれ、成婚が増えることで人
口減少対策の一助となること
が期待できる。

当該事業によ
る圏域全体で
の引き合わせ
数：100組/年
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